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株主各位

証券コード　3625

2022年９月９日

株 主 各 位

東 京 都 新 宿 区 西 新 宿 三 丁 目 2 0 番 ２ 号

テックファームホールディングス株式会社
代 表 取 締 役 社 長 永 守 秀 章

１．日 時 2022年９月28日（水曜日）午前10時

２．場 所 東京都新宿区西新宿三丁目20番２号

東京オペラシティタワー７階　第二会議室

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

第31回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第31回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので
ご案内申しあげます。
　なお、当日のご出席に代えて、以下のいずれかの方法によって議決権を行使す

ることができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、

議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

［書面による議決権行使の場合］

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年９月27

日（火曜日）午後６時30分までに到着するようご返送ください。

［インターネットによる議決権行使の場合］

　当社指定の議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスして

いただき、同封の議決権行使書用紙に表示された「ログインID」及び「仮パスワ

ード」をご利用のうえ、画面の案内に従って、2022年９月27日（火曜日）午後６

時30分までに、議案に対する賛否をご入力ください。

　なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、３頁の「インターネ

ットによる議決権行使のお手続きについて」をご確認くださいますようお願い申

しあげます。

敬　具
記
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株主各位

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第31期（2021年７月１日から2022年６月30日まで）事

業報告及び連結計算書類並びに会計監査人及び監査等

委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第31期（2021年７月１日から2022年６月30日まで）計

算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 定款一部変更の件

第２号議案 剰余金の処分の件

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

第５号議案 会計監査人選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。

◎代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する株主の方に委任する

場合に限られます。なお、代理人は１名とさせていただきます。

◎本招集ご通知に添付すべき書類のうち、事業報告の「会社の体制及び方針」、

連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきまして

は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ

サイト（アドレスhttps://www.techfirm-hd.com/）に掲載しておりますので、

本招集ご通知には記載しておりません。したがいまして、本招集ご通知添付書

類に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人又は監

査等委員会が会計監査報告又は監査報告を作成するに際して監査した事業報

告、連結計算書類及び計算書類の一部であります。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた

場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス

https://www.techfirm-hd.com/）に掲載させていただきます。

◎新型コロナウイルス感染防止対応について、ご案内いたします。

・本株主総会の議決権行使は、書面（郵送）又はインターネットによる事前行

使が可能ですので、ぜひご利用をご検討ください。

・本株主総会に出席される株主様におかれましては、ご自身の体調をご確認の

うえ感染防止にご配慮いただきご来場お願い申しあげます。

また、株主総会会場において、感染防止のための措置を講じる場合がありま

すので、ご協力くださいますようお願い申しあげます。

・今後の状況により株主総会の運営に変更が生じる場合は、当社ウェブサイト

（https://www.techfirm-hd.com/）にてお知らせいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞

　インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、
行使していただきますようお願い申しあげます。
　当日ご出席の場合は、書面（郵送）又はインターネットによる議決権行使のお
手続きはいずれも不要です。

記
１. 議決権行使サイトについて
　（１）インターネットによる議決権行使は、パソコン又はスマートフォンから

当社の指定する議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にア
クセスしていただくことによってのみ実施可能です。（ただし、毎日午
前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）

　（２）インターネット接続にファイアーウォール等を使用されている場合、ア

ンチウイルスソフトを設定されている場合、TLS暗号化通信を指定され

ていない場合、proxyサーバーをご利用の場合、株主様のインターネッ

ト利用環境によっては、ご利用できない場合もございます。

　（３）インターネットによる議決権行使は、2022年９月27日（火曜日）の午後

６時30分まで受け付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不

明な点等がございましたらヘルプデスクへお問い合わせください。

２. インターネットによる議決権行使方法について

　（１）パソコンによる方法

　　　・議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）において、議決権行

使書用紙に記載された「ログインID」及び「仮パスワード」をご利用い

ただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

　　　・株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行

使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイ

ト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることになりますのでご了承

ください。

　　　・株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」を

ご通知いたします。

　（２）スマートフォンによる方法

　　　・議決権行使書用紙に記載の「ログイン用QRコード」をスマートフォンに

より読み取ることで、議決権行使サイトに自動的に接続し、議決権行使

を行うことが可能です。

　　　　（「ログインID」及び「仮パスワード」の入力は不要です。）

　　　・セキュリティの観点からQRコードを用いた議決権行使は１回に限り可能

です。２回目以降は、QRコードを読み取っても「ログインID」「仮パス

ワード」の入力が必要になります。

　　　・スマートフォン機種によりQRコードでのログインができない場合があり

ます。QRコードでのログインができない場合には、上記２.（１）パソ

コンによる方法にて議決権行使を行ってください。

※QRコードは(株)デンソーウェーブの登録商標です。
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インターネットによる議決権行使のご案内

システム等に関するお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）

・電話　0120-173-027（受付時間　９：00～21：00、通話料無料）

３. 複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い

　（１）書面（郵送）とインターネットにより重複して議決権を行使された場合

は、インターネットによる議決権行使の内容を有効として取り扱わせて

いただきますのでご了承ください。

　（２）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後

に行使された内容を有効とさせていただきます。

４. 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について

　　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続

料金等）は、株主様のご負担となります。

以　上
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況、他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

(2021年７月１日から
2022年６月30日まで)

（添付書類）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの感染動

向に左右される状況が継続しておりますが、まん延防止等重点措置の解

除による人流の増加がプラス材料となり持ち直し傾向がみられました。

一方、ロシアによるウクライナ侵攻、資源価格の高騰、円安による物価

高は深刻となり、先行き不透明な状況が続いております。

当社グループが属する情報サービス業界におきましては、顧客企業の

属する業界によっては、事業環境の一時的な悪化により、予定していた

投資額を抑制する動きがみられるものの、感染症予防を契機としたリモ

ートワークの拡大に加え、パラダイムシフトとも言うべき働き方の変化

により、中長期的にはデジタル技術を活用した課題解決や新たな事業創

出などデジタルトランスフォーメーション（DX）の取り組みが加速して

いくと見込まれます。

当社グループはICTソリューション事業を柱とし、先端技術を基盤とし

た高付加価値ソリューションや業界特化型プラットフォームのサービス

の提案設計から、開発、運用保守までワンストップの支援体制を整え、

顧客企業におけるDX推進の共創パートナーとして事業成長に取り組んで

おります。また、創業以来、独立系のソフトウエア会社として様々な業

種で蓄積したICTの知見とノウハウを活用し、農水産物輸出ソリューショ

ン事業を始めとした、デジタル化が遅れている産業にイノベーションを

起こすことでITを通した社会貢献に努め、グループの事業基盤、収益力

の強化を目指しております。

当連結会計年度の経営成績は、売上高は5,519,060千円、営業損失は

237,305千円、経常損失は206,566千円、親会社株主に帰属する当期純損

失は168,804千円となりました。

なお、当連結会計年度より、「収益認識に関する会計基準」（企業会

計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を適用しております。そのため、当連結会計年度における経営成績に

関する説明は、前期比を記載しておりません。
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況、他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

セグメント別の経営成績は、以下のとおりであります。

なお、当社グループは、前連結会計年度において、連結子会社であっ

た株式会社EBEの株式の大半を譲渡し、連結の範囲から除外したため、当

連結会計年度より「自動車アフターマーケット」事業を報告セグメント

から除外しております。

（ICTソリューション事業）

ICTソリューション事業においては、売上高は前連結会計年度に急伸し

たメディア向け開発案件が継続伸長し過去最高となりました。ターゲッ

トとする業界の深耕が進んだこと、またto C向けに益々広がるデジタル

化、開発規模拡大の流れを捉え、さらなる大型案件の受注獲得に注力し

てきたことによるものです。また、DX需要も底堅く、教育ICT支援や物流

業界向けの新規開発案件の受注も寄与しております。このように事業環

境は全体的に良好に推移した中、案件の拡大に伴い開発体制の強化を進

める過程において、一部の大型案件で開発要員の増強、プロジェクト管

理の見直し等、規模に合わせたオペレーション体制構築への投資が必要

となり、第３四半期連結会計期間末において受注損失引当金72,600千円

を計上しました。しかしながら、開発上の不具合や、その改修作業が想

定以上に発生し、当連結会計年度末の時点で改めてスケジュールを見直

した結果、110,800千円を追加計上することといたしました。

上記により、当連結会計年度のICTソリューション事業の売上高は

5,167,115千円、セグメント利益は388,824千円となりました。

（農水産物輸出ソリューション事業）

農水産物輸出ソリューション事業においては、売上高は収益認識会計

基準適用に伴い代理人取引と判定される商品売上の収益認識を総額から

純額へと変更した影響により表示上減収となりましたが、流通量は増加

しております。シンガポールでは渡航制限が緩和されコロナ前の状況に

戻りつつありますが、燃料高による輸送コストの増加傾向は顕著である

ため、案件、商材ごとの採算を重視し収益の改善に取り組んでおりま

す。

当事業では、これまでITを活用した農水産物流通プラットフォームの

基盤強化に向けた投資として、「Tokyo Fresh Biz」、「Ginza Sweets」

等の越境ECサイト開設と、販路（リアル・越境EC）の多様化を通じて取

引データの蓄積を進めてまいりました。こうした取り組みのノウハウ・

ネットワークを、独自の商材を持ちアジア進出を目指す日本国内の中小

生産者・卸売事業者向けにソリューションとして提供する、海外販路開
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況、他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

拓支援サービス「コネクトアジア」をスタートしました。その一環とし

て、日本全国の地域に眠る銘品を発掘し、輸出に繋げる「日本縦断銘品

発掘キャラバン」を開始し、プラットフォームの価値向上を図ってまい

ります。

上記により、当連結会計年度の農水産物輸出ソリューション事業の売

上高は351,944千円、セグメント損失は64,222千円となりました。

なお、前連結会計年度は当事業に属する株式会社We Agriの決算期変更

により、2020年４月１日から2021年６月30日までの15ヶ月間を連結して

おります。

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度における重要な設備投資はありません。

(3) 資金調達の状況

　当社グループは、機動的かつ安定した資金の調達を行うため、主要取引

金融機関と借入極度額合計1,200,000千円の当座貸越契約及び借入極度額合

計1,100,000千円のコミットメントライン契約をそれぞれ締結しておりま

す。これら契約に基づく当連結会計年度末における借入の実行残高はあり

ません。

　なお、連結子会社、株式会社We Agriにおいて、運転資金の目的で、主要

取引金融機関より5,121千円の借入を行っております。

(4) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
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財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

（単位：千円）

期　別

区　分

第28期
(2019年６月期)

第29期
(2020年６月期)

第30期
(2021年６月期)

第31期
(当連結会計年度)
(2022年６月期)

売 上 高 6,593,926 6,311,505 6,003,504 5,519,060

経常利益又は経常損失
（ △ ）

714,749 226,019 214,636 △206,566

親会社株主に帰属する当
期 純 損 失 ( △ )

△16,859 △492,615 △538,739 △168,804

１株当たり当期純損失(△) △2円31銭 △69円33銭 △76円40銭 △23円86銭

総 資 産 5,880,661 4,307,080 3,648,371 3,692,121

純 資 産 3,978,775 3,061,584 2,422,453 2,240,771

１株当たり純資産額 524円19銭 421円90銭 343円23銭 316円22銭

（単位：千円）

期　別

区　分

第28期
(2019年６月期)

第29期
(2020年６月期)

第30期
(2021年６月期)

第31期
(当事業年度)
(2022年６月期)

営 業 収 益 1,472,835 662,632 994,582 762,737

経 常 利 益 851,801 67,798 442,631 167,032

当期純利益又は当期純損
失 （ △ ）

△160,131 △468,648 △576,605 95,078

１株当たり当期純利益又は１
株当たり当期純損失(△)

△21円97銭 △65円96銭 △81円77銭 13円44銭

総 資 産 4,154,608 3,352,462 2,673,650 2,757,297

純 資 産 3,523,089 2,715,582 2,085,104 2,161,106

１株当たり純資産額 481円85銭 381円87銭 295円38銭 304円98銭

(5) 財産及び損益の状況

①企業集団の財産及び損益の状況

（注）１.１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株
当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しておりま
す。

２.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結
会計年度の期首から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会
計基準等を適用した後の数値となっております。

②当社の財産及び損益の状況

（注）１.１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発
行済株式総数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総
数により算出しております。

２.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業
年度の期首から適用しており、当事業年度に係る各数値については、当該会計基準等
を適用した後の数値となっております。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

①親会社の状況

　該当事項はありません。
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財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出 資 比 率

主 要 な 事 業 内 容

テックファーム株式会社 100,000千円 100.0% 先端技術を活用した業務システムの
受託開発･運用保守

Prism Solutions Inc.
3,088,755

米ドル
100.0%

米国カジノ市場向けモバイル電子マ
ネーサービスの事業開発、運営

Techfirm USA Inc.
500,000

米ドル
100.0%
（間接）

業務システム及び基幹システム等の
受託開発

株式会社We Agri 95,101千円 40.8%
農産物及び農産加工品の海外輸出、
農業に関するコンサルティング業務

会 社 名 住 所
帳 簿 価 額 の
合 計 額

当 社 の
総 資 産 額

テックファーム株式会社 東京都新宿区西新宿三丁目20番2号 816,225千円 2,757,297千円

②重要な子会社の状況

③事業年度末日における特定完全子会社の状況
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対処すべき課題

(7) 対処すべき課題

①先端技術の習得

あらゆる産業分野において、先端技術を活用したDXが進み、今後も拡大し

ていくものと予測されております。当社グループは、市場ニーズに的確に応

えることが出来る技術力を習得し保持するため、ICTソリューション事業に

おいて先端技術（AI、IoT、5G、ビッグデータ、VR/AR/MR、画像音声認識

等）を活用した案件を増やしていくことが重要と捉えております。また、パ

ートナー企業とのアライアンス等による、新技術の研究・実証実験に努め、

お客さまのITパートナーとして、生産性の向上やビジネスの発展に貢献して

まいります。

②人材の確保と育成

当社グループが、中長期的に成長していくためには、優秀なエンジニアの

確保と育成が重要な課題であると認識しております。このような課題に対処

するため、通年採用、完全オンライン面接による採用機会の拡大や、米国の

グループ会社を拠点としたグローバル採用を進め、国籍に捉われない幅広い

人材の獲得に努めております。また、当社グループは「働き方の多様性」を

尊重しており、リモートワーク、時短勤務を制度化することで職場環境の充

実に力を入れると共に、スキルアップのための資格補助や教育研修制度を整

え、能力を最大限に発揮できる仕組みを確立してまいります。

③事業領域の拡大

売上高の多くを占めるICTソリューション事業は受注型の事業モデルとな

っているため、強固な経営基盤と持続的な成長を可能とする多極的な事業構

造に転換していく必要があります。当社グループは創業以来ICTを活用し、

様々な業界のお客さまと業務効率化・改善を実現してまいりました。その知

見とノウハウを融合し発展させることで、先見的な自社ソリューションの開

発、事業化を推進し、また、グループ企業とのシナジー、デジタル化による

イノベーションが見込める産業においてはM&A、資本業務提携も視野にいれ

た事業領域の拡大、収益構造の変革にも取り組んでまいります。
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主要な事業内容、主要な事業所

(8) 主要な事業内容（2022年６月30日現在）

①ICTソリューション事業

ICTソリューション事業は、先端技術を活用した業務システム及び基幹シ

ステム等の受託開発・運用保守等を行っております。

②農水産物輸出ソリューション事業

農水産物輸出ソリューション事業は、農産物及び農産加工品の海外輸出、

卸売、農業に関するコンサルティング業務等を行っております。

(9) 主要な営業所（2022年６月30日現在）

①当社

本　社　　：東京都新宿区

銀座事務所：東京都中央区

②子会社

テックファーム株式会社 本社　：東京都新宿区

Prism Solutions Inc. 本社　：アメリカ合衆国ネバダ州

株式会社We Agri 本社　：東京都中央区

③孫会社

Techfirm USA Inc. 本社　：アメリカ合衆国カリフォルニア州
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

I C T ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 233名 13名増

農水産物輸出ソリューション事業 7名 1名減

全 社 （ 共 通 ） 29名 2名減

合 計 269名 10名増

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

29名 2名減 38.3歳 6.7年

(10) 使用人の状況（2022年６月30日現在）

①企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業員数であり、臨時従業員は除いております。

２. 全社（共通）として記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門

等に所属しているものであります。

②当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、臨時従業員は除いております。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 5,121千円

(11) 主要な借入先の状況（2022年６月30日現在）

①当社の借入先の状況

　当社は株式会社りそな銀行、株式会社三井住友銀行及び株式会社みずほ

銀行との間で、借入極度額合計1,200,000千円の当座貸越契約を、また、株

式会社りそな銀行及び株式会社三井住友銀行との間で、借入極度額合計

1,100,000千円のコミットメントライン契約をそれぞれ締結しております。

これら契約に基づく当連結会計年度末における借入の実行残高はありませ

ん。

　なお、下記社債の当連結会計年度末残高があります。

・株式会社りそな銀行保証付及び適格機関投資家限定 第４回無担保社債

500,000千円

②当社連結子会社、株式会社We Agriの借入先の状況

(12) その他企業集団の現況に関する重要な事項

  該当事項はありません。
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会社の株式に関する事項

① 発行可能株式総数 17,000,000株

② 発行済株式の総数 7,515,000株
（自己株式428,875株を含む）

③ 株主数 4,938名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

株式会社TOKAIコミュニケーションズ 638,000 9.00

筒 　 井 　 雄 一 朗 468,500 6.61

小 林 正 興 278,000 3.92

株 式 会 社 読 売 新 聞 東 京 本 社 264,000 3.73

山 村 慶 子 215,000 3.03

楽 天 証 券 株 式 会 社 211,500 2.98

株 式 会 社 ミ ラ イ ト 200,000 2.82

松 井 証 券 株 式 会 社 195,900 2.76

志 村 貴 子 175,000 2.47

中 村 臣 敏 172,600 2.44

株式数 交付対象者数

取締役（監査等委員である取締役及
び社外取締役を除く。）

25,000株 2名

２. 会社の現況に関する事項

(1) 会社の株式に関する事項（2022年６月30日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）１. 当社は、自己株式428,875株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しており

ます。

２. 持株比率は自己株式（428,875株）を控除して計算しております。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状

況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、「４.会社役員に関する事項 (3)取締役の報酬等」

に記載しております。

(3) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。
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会社の新株予約権等に関する事項

３. 会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況

 該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株

予約権の状況

 該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等の状況

 該当事項はありません。
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会社役員に関する事項

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長 千 原 信 悟
テックファーム株式会社 代表取締役社長
株式会社サンキテック 取締役

代表取締役社長 永 守 秀 章
CEO
テックファーム株式会社 取締役
Techfirm USA Inc. President

取 締 役 筒　井　雄一朗
株式会社ニュートリション・アクト 社外取締役
Prism Solutions Inc. President
テックファーム株式会社 取締役会長

取 締 役
(監査等委員･常勤)

小　夫　みのり
小夫みのり税理士事務所 所長
テックファーム株式会社 監査役

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

大 井 哲 也

TMI総合法律事務所 パートナー
株式会社ジンズホールディングス 監査役
株式会社マーケットエンタープライズ 監査役
TMIプライバシー＆セキュリティコンサルティン
グ株式会社 代表取締役
株式会社イメージ・マジック 監査役

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

田 口 浩 介
田口浩介公認会計士事務所 代表
U&Iアドバイザリーサービス株式会社 取締役

４. 会社役員に関する事項

(1) 取締役の状況（2022年６月30日現在）

（注）１. 取締役（監査等委員）小夫みのり氏、大井哲也氏及び田口浩介氏は、社外取締役であ

ります。

２. 取締役（監査等委員）小夫みのり氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有しております。

３. 取締役（監査等委員）大井哲也氏は、弁護士としての専門知識・経験等を有しており

ます。

４. 取締役（監査等委員）田口浩介氏は、公認会計士としての専門知識・経験等を有して

おり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

５. 当社は、取締役（監査等委員）小夫みのり氏、大井哲也氏及び田口浩介氏を、東京証

券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

６. 当社は、監査等委員の監査･監督機能を強化し、日常的な情報収集及び社内会議への

出席による情報共有並びに内部監査部門と監査等委員との十分な連携を可能にするた

め、小夫みのり氏を常勤の監査等委員として選定しております。

(2) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約

（マネジメントリスクプロテクション保険契約）を保険会社との間で締結

しております。当該保険契約では、被保険者である当社取締役（監査等委

員を含む）が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害等が

塡補されます。保険料は全額当社が負担しております。故意または重過失

に起因する損害賠償請求は当該保険契約により補填されません。
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会社役員に関する事項

(3) 取締役の報酬等

　当社は、2021年９月28日開催の取締役会において、取締役の個人別の報

酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。取締役会は、当事業年

度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容が当該決定方針

と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判

断しております。

　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりで

す。

①　基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティ

ブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の

取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすること

を基本方針とする。

②　基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等

を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。)

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任

年数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しなが

ら、総合的に勘案して決定するものとする。

③　非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針

(報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。)

非金銭報酬等は、譲渡制限付株式報酬とし、定時株主総会終結後最初

に開催する取締役会からその翌月末日までに開催する取締役会におい

て、株主総会決議の範囲内で、当該取締役会の開催時点において在任中

の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下「対象取締役」とい

う。）を割当先として、次に掲げる事項等について審議の上、決定す

る。

・譲渡制限付株式報酬としての当社普通株式を発行または処分するか否

か

・譲渡制限付株式報酬の支給方式（無償交付方式か現物出資方式か）

・譲渡制限期間（3年間から5年間までの間）

・個人別の割当株式数（役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当該

取締役会の開催日の前営業日における東京証券取引所の当社普通株式

の終値、当社の業績をも考慮しながら、総合的に勘案して決定す

る。）

・払込金額に相当する金銭報酬の額（現物出資方式による場合）

・支給時期（各事業年度につき1回まで）

・当社と対象取締役との間で締結する譲渡制限付株式割当契約の内容
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会社役員に関する事項

④　金銭報酬の額、非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対

する割合の決定に関する方針

取締役の種類別の報酬割合については、監査等委員である取締役、お

よび譲渡制限付株式報酬を支給しない事業年度における対象取締役に

は、基本報酬（金銭報酬）のみを支給するものとする。一方、譲渡制限

付株式報酬を支給する事業年度における対象取締役については、定時株

主総会終結後最初に開催する取締役会からその翌月末日までに開催する

取締役会において、報酬等の種類別の報酬割合の目安につき決定するも

のとする。

⑤　取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については、代表取締役社長による各取締役の業績、

貢献度等の評価を可能とするため、取締役会決議に基づき、株主総会決

議の範囲内で、その具体的内容について委任をうけるものとし、その権

限の内容は、各取締役の業績、貢献度等の評価および基本報酬（金銭報

酬）の額の決定とする。当該権限が代表取締役社長によって適切に行使

されるよう、代表取締役社長は、監査等委員の意見等を得た上で、これ

を踏まえて個人別の基本報酬（金銭報酬）の額を決定するものとする。

(4)  取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

　取締役会は、代表取締役社長CEO永守秀章に対し当事業年度に係る各取

締役の基本報酬の額の決定を委任しております。委任した理由は、当社

全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには

代表取締役社長が適していると判断したためであります。なお、委任さ

れた内容の決定にあたっては、事前に監査等委員会がその妥当性等につ

いて確認しております。
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会社役員に関する事項

区 分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役（監査等委員を除く。）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

71,159
（―）

67,698
（―）

―
（―）

3,461
（―）

３
（―）

取締役（監査等委員）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

11,400
（11,400）

11,400
（11,400）

―
（―）

―
（―）

３
（３）

合 計
（うち社外役員）

82,559
（11,400）

79,098
（11,400）

―
（―）

3,461
（―）

６
（３）

(5) 取締役の報酬等の額

 (注) １. 取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2016年９月21日の定時株主総会決議

において年額200,000千円以内（使用人兼務取締役の使用人分の給与を含まない。）

と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除

く。）の員数は２名です。また、上記報酬枠とは別枠で、2021年９月28日の定時株主

総会決議において取締役（監査等委員である取締役を除く。）の譲渡制限付株式報酬

額として年額100,000千円以内、株式数の上限を年100,000株以内と決議いただいてお

ります。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く。）の員数は３名で

す。

２. 取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年９月21日の定時株主総会決議において

年額60,000千円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役

（監査等委員）の員数は３名です。

３. 上記の報酬等の額には、当社子会社の２社の役員を兼務した当社取締役（監査等委員

を除く。）２名に対し、当該子会社から支払われた報酬等の総額27,870千円は含まれ

ておりません。

４. 上記の非金銭報酬等の総額は、取締役（監査等委員を除く。）２名に対する譲渡制限

付株式報酬に係る費用計上額であります。

(6) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該法人等との関係

　取締役（監査等委員）小夫みのり氏は、小夫みのり税理士事務所の所

長、テックファーム株式会社の監査役を兼務しております。なお、同事

務所と当社との間に重要な取引等の関係はありません。また、テックフ

ァーム株式会社は当社の子会社であります。

　取締役（監査等委員）大井哲也氏は、TMI総合法律事務所のパートナ

ー、TMIプライバシー＆セキュリティコンサルティング株式会社の代表取

締役、株式会社ジンズホールディングス、株式会社マーケットエンター

プライズ及び株式会社イメージ・マジックの監査役を兼務しておりま

す。なお、同事務所及び当該他の法人と当社との間に重要な取引等の関

係はありません。

　取締役（監査等委員）田口浩介氏は、田口浩介公認会計士事務所の代
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会社役員に関する事項

区 分 氏 名
主な活動状況及び社外取締役に期待される
役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取 締 役
(監査等委員･

常勤)
小　夫　みのり

当事業年度開催の取締役会13回の全てに出席し、監査等
委員会13回の全てに出席いたしました。税理士の資格を
有しており、当該視点からの監督機能を果たしていただ
くことを期待しております。税務及び会計に関する専門
的な見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を
確保するための発言を行っており、監査等委員会におい
て、監査結果についての意見交換等、専門的見地から適
宜、必要な発言を行っております。

取 締 役
(監査等委員)

大 井 哲 也

当事業年度開催の取締役会13回の全てに出席し、監査等
委員会13回のうち12回に出席いたしました。弁護士とし
ての経験が豊富であり、当該視点からの経営の監督機能
を果たしていただくことを期待しております。弁護士と
しての専門的な見地から、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言を行っており、監査等
委員会において、監査結果についての意見交換等、専門
的見地から適宜、必要な発言を行っております。

取 締 役
(監査等委員)

田 口 浩 介

当事業年度開催の取締役会13回のうち12回に出席し、監
査等委員会13回のうち12回に出席いたしました。公認会
計士の資格を有しており、当該視点からの監督機能を果
たしていただくことを期待しております。公認会計士と
しての専門的な見地から、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言を行っており、監査等
委員会において、監査結果についての意見交換等、専門
的見地から適宜、必要な発言を行っております。

表、U&Iアドバイザリーサービス株式会社の取締役を兼務しております。

なお、同事務所及び当該他の法人と当社との間に重要な取引等の関係は

ありません。

② 当事業年度における主な活動状況

（注） 上記取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び定款第26条の規定に基づき、取締役

会決議があったものとみなす書面決議が８回ありました。

③ 締結している責任限定契約の内容の概要

　当社と各取締役（監査等委員）は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。

　同契約においては、会社法第423条第１項の責任について、同法第425

条第１項に定める最低責任限度額を損害賠償責任の限度額としておりま

す。
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会計監査人の状況

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 35,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

35,000千円

５. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社と有限責任 あずさ監査法人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と

金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも

区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額

を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見

積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計

監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

３．当社の重要な子会社のうち、株式会社We　Agriについては、当社の会計監査人以外の

公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含

む）の監査を受けております。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める

項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計

監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員

は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と

解任の理由を報告いたします。
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株式会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

６. 株式会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する

基本方針については、特に定めておりません。

７. 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と位置付け、財務体質の強

化及び積極的な事業展開に備えるため必要な内部留保を確保しつつ、業績に対

応した配当を行うことを基本方針としております。

　当社の剰余金の配当は、定時株主総会にて１回又は中間配当を含めた２回を

基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末

配当は株主総会であります。

　内部留保資金につきましては、今後の事業展開への備えと研究開発投資等、

企業価値の向上に有効活用してまいりたいと考えております。

　また、自己株式の取得につきましては、経済変化に対応した機動的な資本政

策を遂行するために財務状況や株価の動向等を勘案しながら適切に対応してま

いります。

　これらの方針に基づき、2022年６月期の期末配当につきましては、１株当た

り５円を予定しております。

　本事業報告中の記載数字は、金額及び株数については表示単位未満を切り捨

て、比率その他については四捨五入しております。
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連結貸借対照表

（2022年６月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

【資　産　の　部】

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費
　

3,264,087

1,981,852

1,093,749

238

293,828

△105,581

425,910

24,598

15,975

8,416

206

8,668

8,668

392,643

81,063

192,415

114,758

5,088

△682

2,123

2,123
　

【負　債　の　部】

流 動 負 債 922,626

買 掛 金 272,852

１年内返済予定の長期借入金 1,428

リ ー ス 債 務 287

未 払 金 151,712

未 払 法 人 税 等 289

賞 与 引 当 金 92,994

製 品 保 証 引 当 金 44,400

受 注 損 失 引 当 金 183,400

そ の 他 175,262

固 定 負 債 528,722

長 期 借 入 金 3,693

社 債 500,000

資 産 除 去 債 務 19,829

そ の 他 5,200

負 債 合 計 1,451,349

【純 資 産 の 部】

株 主 資 本 2,227,057

資 本 金 1,000,000

資 本 剰 余 金 1,489,079

利 益 剰 余 金 172,313

自 己 株 式 △434,335

その他の包括利益累計額 13,713

その他有価証券評価差額金 10,884

為替換算調整勘定 2,829

純 資 産 合 計 2,240,771

資 産 合 計 3,692,121 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3,692,121

連　結　貸　借　対　照　表

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

(2021年７月１日から
2022年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 5,519,060

売 上 原 価 4,436,151

売 上 総 利 益 1,082,908

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,320,214

営 業 損 失 237,305

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,075

受 取 配 当 金 116

助 成 金 収 入 17,676

保 険 金 収 入 16,305

そ の 他 1,094 36,268

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,026

支 払 手 数 料 1,772

社 債 発 行 費 償 却 1,107

そ の 他 622 5,528

経 常 損 失 206,566

特 別 損 失

減 損 損 失 1,197 1,197

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 207,763

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,431

法 人 税 等 調 整 額 △42,390 △38,959

当 期 純 損 失 168,804

親会社株主に帰属する当期純損失 168,804

連　結　損　益　計　算　書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2021年７月１日から
2022年６月30日まで)

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 1,823,260 1,662,713 △594,565 △469,780 2,421,627

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

減 資 △823,260 823,260 －

欠 損 填 補 △935,684 935,684 －

剰 余 金 の 配 当 △35,255 △35,255

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （ △ ）

△168,804 △168,804

譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬 △21,857 25,318 3,461

自 己 株 式 の 処 分 △4,097 10,127 6,029

株主資本以外の項目の当連結会
計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △823,260 △173,634 766,879 35,445 △194,569

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 1,000,000 1,489,079 172,313 △434,335 2,227,057

その他の包括利益累計額

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益

累計額合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 1,876 △3,370 △1,493 2,319 2,422,453

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

減 資 －

欠 損 填 補 －

剰 余 金 の 配 当 △35,255

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （ △ ）

△168,804

譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬 3,461

自 己 株 式 の 処 分 △2,319 3,710

株主資本以外の項目の当連結会
計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

9,007 6,199 15,207 15,207

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 9,007 6,199 15,207 △2,319 △181,681

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 10,884 2,829 13,713 － 2,240,771

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

（2022年６月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

【資　産　の　部】

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 入 金

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

関 係 会 社 株 式

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費
　

1,637,632

1,373,477

150,534

238

42,510

101,091

142,929

△173,148

1,117,541

23,237

15,975

7,056

206

7,535

7,232

302

1,086,768

81,063

175,106

816,225

187,259

2,220

△175,106

2,123

2,123
　

【負　債　の　部】

流 動 負 債 55,301

未 払 金 27,302

未 払 費 用 2,381

預 り 金 7,570

賞 与 引 当 金 12,296

そ の 他 5,750

固 定 負 債 540,889

社 債 500,000

資 産 除 去 債 務 19,829

繰 延 税 金 負 債 5,200

事 業 損 失 引 当 金 15,860

負 債 合 計 596,191

【純 資 産 の 部】

株 主 資 本 2,150,222

資 本 金 1,000,000

資 本 剰 余 金 1,489,079

資 本 準 備 金 500,000

その他資本剰余金 989,079

利 益 剰 余 金 95,478

利 益 準 備 金 400

その他利益剰余金 95,078

繰越利益剰余金 95,078

自 己 株 式 △434,335

評価・換算差額等 10,884

その他有価証券評価差額金 10,884

純 資 産 合 計 2,161,106

資 産 合 計 2,757,297 負 債 及 び 純 資 産 合 計 2,757,297

貸　借　対　照　表

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

(2021年７月１日から
2022年６月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益

経 営 管 理 料 556,800

関 係 会 社 受 取 配 当 金 200,000

そ の 他 5,937 762,737

営 業 費 用 593,104

営 業 利 益 169,632

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,445

受 取 配 当 金 116

未 払 配 当 金 除 斥 益 218

そ の 他 392 2,172

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,909

支 払 手 数 料 1,706

社 債 発 行 費 償 却 1,107

そ の 他 49 4,773

経 常 利 益 167,032

特 別 損 失

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 58,245

事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額 15,860 74,105

税 引 前 当 期 純 利 益 92,926

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 950

法 人 税 等 調 整 額 △3,101 △2,151

当 期 純 利 益 95,078

損　益　計　算　書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2021年７月１日から
2022年６月30日まで)

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合　　計資　本

準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利　益
準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 1,823,260 500,000 1,162,713 1,662,713 400 △935,684 △935,284 △469,780 2,080,908

当 期 変 動 額

減 資 △823,260 823,260 823,260 －

欠 損 填 補 △935,684 △935,684 935,684 935,684 －

剰 余 金 の 配 当 △35,255 △35,255 △35,255

当 期 純 利 益 95,078 95,078 95,078

譲 渡 制 限 付
株 式 報 酬

△21,857 △21,857 25,318 3,461

自己株式の処分 △4,097 △4,097 10,127 6,029

株主資本以外の項
目の当期変動額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 △823,260 － △173,634 △173,634 － 1,030,762 1,030,762 35,445 69,313

当 期 末 残 高 1,000,000 500,000 989,079 1,489,079 400 95,078 95,478 △434,335 2,150,222

評価・換算差額等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等
合 計

当 期 首 残 高 1,876 1,876 2,319 2,085,104

当 期 変 動 額

減 資 －

欠 損 填 補 －

剰 余 金 の 配 当 △35,255

当 期 純 利 益 95,078

譲 渡 制 限 付
株 式 報 酬

3,461

自己株式の処分 △2,319 3,710

株主資本以外の項
目の当期変動額
( 純 額 )

9,007 9,007 9,007

当 期 変 動 額 合 計 9,007 9,007 △2,319 76,001

当 期 末 残 高 10,884 10,884 － 2,161,106

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2022年８月26日

テックファームホールディングス株式会社
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐 藤 太 基

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 清 水 俊 直
　
監査意見
  当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、テックファームホールディングス株式会
社の2021年７月１日から2022年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

  当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、テックファームホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

監査意見の根拠
  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容
を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの
整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

  連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

  監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
  監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

  監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事
項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能
性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び
内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関し
て責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

  監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。

  監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
  会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2022年８月26日

テックファームホールディングス株式会社

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人

東京事務所
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 佐 藤 太 基

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 清 水 俊 直
　
監査意見
  当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、テックファームホールディングス
株式会社の2021年７月１日から2022年６月30日までの第31期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書
類等」という。）について監査を行った。

  当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容
を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの
整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

  計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

  監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
  監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。

計算書類に係る会計監査人の監査報告

－ 30 －
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書

  監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め
られる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不
確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基
づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

  監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。

  監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告書

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2021年７月１日から2022年６月30日までの第31期事業
年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び
結果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項
に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の
状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明す
るとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①  監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議
に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社に
おいて業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、
子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に
応じて子会社から事業の報告を受けました。

②  会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人
から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

監査等委員会の監査報告

－ 32 －
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監査等委員会の監査報告書

２. 監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

①  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

②  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③  内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認
めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。
（3） 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

2022年８月26日
テックファームホールディングス株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 小　夫　みのり ㊞
監査等委員 大 井 哲 也 ㊞
監査等委員 田 口 浩 介 ㊞

（注）監査等委員は全員、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定す
る社外取締役であります。

以　上

－ 33 －
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定款一部変更議案

現　行　定　款 変　更　案

（株主総会参考書類等のインターネット

開示とみなし提供）

第15条　当会社は、株主総会の招集に

際し、株主総会参考書類、事

業報告、計算書類及び連結計

算書類に記載または表示をす

べき事項に係る情報を、法令

で定めるところによりインタ

ーネットを利用する方法で開

示することにより、株主に対

して提供したものとみなすこ

とができる。

（削　除）

株主総会参考書類

第１号議案 定款一部変更の件

１．提案の理由

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条

ただし書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行され、株主総会

資料の電子提供制度が導入されたことに伴い、次のとおり定款を変更す

るものであります。

（1）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をと

る旨を定款に定めることが義務付けられたことから、変更案第15

条（電子提供措置等）第１項を新設するものであります。

（2）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をと

る事項のうち、書面交付を請求した株主に交付する書面に記載す

る事項の範囲を法令で定める範囲に限定することができるように

するため、変更案第15条（電子提供措置等）第２項を新設するも

のであります。

（3）株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第15条

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）の規

定は不要となるため、これを削除するものであります。

（4）上記の削除される規定の効力に関する附則を設けるものでありま

す。なお、本附則は期日経過後に削除するものといたします。

２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分）

－ 34 －
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定款一部変更議案

現　行　定　款 変　更　案

（新　設）

附則

（新　設）

（電子提供措置等）

第15条 当会社は、株主総会の招

集に際し、株主総会参考

書類等の内容である情報

について、電子提供措置

をとる。

２．　当会社は、電子提供措

置をとる事項のうち法令

で定めるものの全部また

は一部について、議決権

の基準日までに書面交付

請求をした株主に対して

交付する書面に記載する

ことを要しないものとす

る。

附則

（電子提供措置等に関する経過措

置）

１．　第31回定時株主総会の決議

による変更後の定款第15条

（電子提供措置等）の規定に

かかわらず、会社法の一部を

改正する法律（令和元年法律

第70号）附則第１条ただし書

きに規定する改正規定の施行

の日である2022年９月１日

（以下「施行日」という。）

から６か月以内の日を株主総

会の日とする株主総会につい

ては、同定時株主総会の決議

による変更前の定款第15条

（株主総会参考書類等のイン

ターネット開示とみなし提

供）はなお効力を有する。

２．　本附則（電子提供措置等に

関する経過措置）は、施行日

から６か月を経過した日また

は前項の株主総会の日から３

か月を経過した日のいずれか

遅い日後にこれを削除する。

－ 35 －
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剰余金処分議案

第２号議案 剰余金の処分の件

　当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と位置付け、財務体質の強

化及び積極的な事業展開に備えるため必要な内部留保を確保しつつ、業績に対

応した配当を行うことを基本方針としております。

　以上の方針に基づき、第31期の期末配当につきましては、以下のとおりとい

たしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

　　金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　当社普通株式１株につき金５円といたしたいと存じます。

　　なお、この場合の配当総額は35,430,625円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　　　2022年９月29日

－ 36 －
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取締役選任議案

候補者
番号

ふ り が な

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況）

所有する当社
の株式の数

１

ち

千
はら

原

 

　
しん

信
ご

悟

（1969年５月29日生）

1993年９月 Federal Express 
Corporation入社

2000年10月 翼システム㈱入社
2000年12月 Tsubasa System America 

Inc.CEO
2003年４月 ㈱サイバード入社
2004年５月 当社(現　テックファー

ムホールディングス㈱）
入社

2006年８月 当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
経営管理部長

2006年10月 当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
取締役
当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
CFO

2008年10月 当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
取締役副社長

2010年２月 エクシーダ㈱取締役
2010年３月 当社(現　テックファー

ムホールディングス㈱）
代表取締役社長

2013年８月 当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
代表取締役社長CEO

2015年３月 ㈱EBE代表取締役社長
2015年７月 テックファーム㈱代表取

締役社長（現任）
当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
代表取締役会長（現任）

2016年11月 ㈱サンキテック取締役
（現任）

－株

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全

員３名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、取締役３名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意見

はございませんでした。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 37 －
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取締役選任議案

候補者
番号

ふ り が な

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況）

所有する当社
の株式の数

２

なが

永
もり

守

 

　
ひで

秀
あき

章

（1971年９月12日生）

1995年４月 ドレスナー証券会社
（現　コメルツ銀行）入
社

1997年４月 SBCウォーバーグ証券
会社（現　UBS証券㈱）
入社

2000年12月 クレディスイスファース
トボストン証券会社（現
クレディ・スイス証券
㈱）入社

2003年６月 ㈱サイバード入社
2007年４月 ㈱サイバードホールディ

ングス（現　㈱サイバー
ド）執行役員
㈱サイバード取締役
㈱JIMOS取締役

2008年４月 ㈱サイバードホールディ
ングス（現　㈱サイバー
ド）執行役員COO

2011年10月 当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
取締役兼CFO

2013年８月 当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
取締役副社長CFO

2015年３月 ㈱EBE取締役
2015年７月 テックファーム㈱取締役

（現任）
当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
代表取締役社長CEO（現
任）

2017年２月 Techfirm USA Inc. 
President（現任）

52,800株

－ 38 －
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取締役選任議案

候補者
番号

ふ り が な

氏　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況）

所有する当社
の株式の数

３

つつ

筒
い

井

 

　
ゆう

雄
いち

一
ろう

朗

（1964年５月31日生）

1987年４月 キヤノン㈱入社
1993年１月 ㈱ハイパーネット入社
1993年５月 ㈱ハイパーネット取締役
1998年１月 当社(現　テックファー

ムホールディングス㈱）
代表取締役社長

2009年９月 当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
取締役会長

2010年２月 エクシーダ㈱代表取締役
社長

2010年12月 当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
取締役

2011年７月 ㈱ニュートリション・ア
クト社外取締役（現任）

2011年８月 当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
取締役会長

2014年３月 Prism Solutions Inc. 
President（現任）

2015年３月 ㈱EBE取締役
2015年７月 テックファーム㈱取締役

会長（現任）
2017年９月 当社（現　テックファー

ムホールディングス㈱）
取締役（現任）

468,500株

　(注)　１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　　　　２．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険

契約（マネジメントリスクプロテクション保険契約）を保険会社と
の間で締結しております。当該保険契約では、被保険者である当社
取締役（監査等委員を含む）が業務に起因して損害賠償責任を負っ
た場合における損害等が塡補されます。保険料は全額当社が負担し
ております。故意または重過失に起因する損害賠償請求は当該保険
契約により補填されません。各候補者が取締役に選任され就任した
場合、引き続き当該保険契約の被保険者に含まれることになりま
す。なお、当社は、次回更新時には同様の内容で更新する予定で
す。

－ 39 －
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監査等委員選任議案

候補者
番号

ふ り が な

氏　　名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況）

所有する当社
の株式の数

１

お

小
ぶ

夫

 

　
み

み
の

の
り

り

（1973年６月18日生）

2001年４月 田尻会計事務所入社
2004年４月 税理士登録
2004年12月 小夫みのり税理士事務所

設立　所長（現任）
2006年10月 当社(現　テックファー

ムホールディングス㈱）
監査役

2010年２月 エクシーダ㈱監査役
2015年３月 ㈱EBE監査役
2015年７月 テックファーム㈱監査役

（現任）
2016年９月 当社(現　テックファー

ムホールディングス㈱）
社外取締役（監査等委
員・常勤）（現任）

－株

第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

　監査等委員である取締役全員３名は、本総会終結の時をもって任期満了とな

ります。

　つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであり

ます。

　なお、本議案について、監査等委員会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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監査等委員選任議案

候補者
番号

ふ り が な

氏　　名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況）

所有する当社
の株式の数

２

おお

大
い

井

 

　
てつ

哲
や

也

（1972年１月５日生）

1991年10月 ソフトバンク・ファイナ
ンス㈱入社

2000年４月 最高裁判所司法研修所入
所

2001年10月 東京弁護士会登録
TMI総合法律事務所入所

2011年１月 TMI総合法律事務所パー
トナー（現任）

2013年11月 ㈱ジェイアイエヌ（現　
㈱ジンズホールディング
ス）監査役（現任）

2014年７月 ㈱マーケットエンタープ
ライズ監査役（現任）

2015年９月 当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
監査役

2016年５月 ㈱トゥエンティーフォー
セブン監査役

2016年９月 当社(現　テックファー
ムホールディングス㈱）
社外取締役（監査等委
員）（現任）

2019年12月 TMIプライバシー＆セキ
ュリティコンサルティン
グ㈱代表取締役（現任）

2022年７月 ㈱イメージ・マジック社
外取締役（監査等委員）
（現任）

－株

３

た

田
ぐち

口

 

　
こう

浩
すけ

介

（1974年７月27日生）

1998年10月 監査法人トーマツ入所
2002年４月 公認会計士登録
2004年７月 田口浩介公認会計士事務

所設立　代表（現任）
　　　　　　弁護士法人キャスト

（現　弁護士法人瓜生・
糸賀法律事務所）入所

2004年11月 税理士登録
2008年８月 SUIアドバイザリーサー

ビス㈱（現　U&Iアドバ
イザリーサービス㈱）取
締役（現任）

2016年９月 当社（現　テックファー
ムホールディングス㈱）
社外取締役（監査等委
員）（現任）

－株
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監査等委員選任議案

　（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．小夫みのり氏、大井哲也氏及び田口浩介氏は、社外取締役候補者で

あります。
・小夫みのり氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、

人格高潔にして、税理士として会社財務に精通しており、会社経営
を統轄する十分な見識を有しておられることから、監査等委員であ
る社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、
選任をお願いするものであります。

・大井哲也氏は、弁護士としての専門知識・経験等を当社の監査体制
の強化に活かしていただけるものと判断し、選任をお願いするもの
であります。

・田口浩介氏は、公認会計士としての専門知識・経験等を当社の監査
体制の強化に活かしていただけるものとして選任をお願いするもの
であります。

３．当社は、小夫みのり氏、大井哲也氏及び田口浩介氏との間で、会社
法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責
任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償
責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額とし
ており、３氏の再任が承認された場合は、３氏との当該契約を継続
する予定であります。

４．小夫みのり氏、大井哲也氏及び田口浩介氏は、現在、当社の監査等
委員である社外取締役でありますが、３氏の在任期間は本総会終結
の時をもって６年となります。なお、小夫みのり氏及び大井哲也氏
は、過去に当社の業務執行者でない役員（監査役）であったことが
あります。

５．当社は、小夫みのり氏、大井哲也氏、田口浩介氏を東京証券取引所
の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま
す。３氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予
定であります。

６．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険
契約（マネジメントリスクプロテクション保険契約）を保険会社と
の間で締結しております。当該保険契約では、被保険者である当社
取締役（監査等委員を含む）が業務に起因して損害賠償責任を負っ
た場合における損害等が塡補されます。保険料は全額当社が負担し
ております。故意または重過失に起因する損害賠償請求は当該保険
契約により補填されません。各候補者が監査等委員である取締役に
選任され就任した場合、引き続き当該保険契約の被保険者に含まれ
ることになります。なお、当社は、次回更新時には同様の内容で更
新する予定です。
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会計監査人選任議案

名 称 海南監査法人

主たる事務所の所

在 地
東京都渋谷区代々木2丁目20番17号　海南ビル２階

沿 革 1985年５月24日　海南監査法人設立

概 要

資本金　　　　　　　　　　　　　　　27,000千円

構成人員     社員（公認会計士）　　　　　　9名

顧問（公認会計士）　　　　　　1名

公認会計士　　　　　　　　　 74名

会計士補・試験合格者　　　　　3名

その他　　　　　　　　　　　　2名

事務員　　　　　　　　　　　　1名

合計　　　　　　　　　　　　 90名

関与会社数　　　　　　　　　　　　　　　　54社

第５号議案 会計監査人選任の件

　当社の会計監査人である有限責任 あずさ監査法人は、本総会終結の時をもっ

て任期満了となります。同監査法人については、会計監査が適切かつ妥当に行

われることを確保する体制を十分備えているものの、監査継続年数が長期にわ

たっていることや、当社事業規模に見合った監査対応と監査費用の相当性を総

合的に検討した結果、新たな会計監査人として海南監査法人を選任するもので

あります。

　また、監査等委員会が海南監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、会

計監査人として必要とされる専門性、独立性、品質管理体制の観点から監査が

適正に行われると評価したことに加え、当社の事業規模に適した新たな視点で

の監査が期待できることから、適任であると判断したためであります。

　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の決定に基づいております。

　会計監査人候補者は、次のとおりであります。

（2022年６月現在）

以　上
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地図

株主総会会場ご案内図

会場：東京都新宿区西新宿三丁目20番２号

東京オペラシティタワー７階　第二会議室

都営大江戸線

西新宿五丁目駅
新宿中央

公園

都営大江戸線
都庁前駅

東京都庁

甲州街道

京王新線

京王線

新宿御苑

代々木公園

初台駅

NTT
東日本ビル水道道路

新国立劇場

東京オペラシティ
タワー

首
都
高
速
中
央
環
状
線

山
手
通
り

渋
谷
区
道

首
都
高
速
４
号
線

代
々
木
駅

Ｊ
Ｒ
線

新
宿
駅

＜交通のご案内＞

京王新線（都営新宿線乗り入れ）「初台駅」東口より徒歩２分

甲州街道・山手通り初台交差点角

＜ご案内＞

株主総会の受付は７階になります。

２階オフィスロビーのエレベーターよりお越しください。

お願い：会場周辺の道路及び駐車場は混雑が予想されますので、お車でのご来

場はご遠慮ください。


